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１． 平成 18 年 9月中間期の業績（平成 18 年 4月 1日～平成 18 年 9 月 30 日） 
(1) 経営成績              （注）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。 

 売 上 高     営業利益 経常利益 

 
18 年 9 月中間期 
17 年 9 月中間期 

百万円   ％
      11,212       △15.4 
      13,255        △3.2 

百万円   ％
         534      131.9 
         230         － 

百万円   ％
         590       155.8 
         230         － 

18 年 3 月期       24,254              626                      742      
 

 
中間（当期）純利益 

１株当たり中間 
（当期）純利益 

潜在株式調整後 

１株当たり中間（当期）純利益 

 
18 年 9 月中間期 
17 年 9 月中間期 

百万円   ％
          75         － 
      △8,766         － 

円  銭
                 2    69 
              △582    57 

円  銭
                 2    44 
                －    － 

18 年 3 月期       △8,336                      △460    14                 －    － 
 (注)①持分法投資損益             18 年 9 月中間期     － 百万円   17 年 9月中間期      － 百万円   18 年 3月期      － 百万円 

     ②期中平均株式数  (普通株式)18 年 9月中間期  21,328,511 株   17 年 9 月中間期  15,078,372 株   18 年 3 月期  18,195,181 株 

(優先株式)18 年 9 月中間期   9,000,000 株   17 年 9 月中間期   3,885,245 株   18 年 3 月期   6,435,616 株 

     ③会計処理の方法の変更   無 

     ④売上高、営業利益、経常利益、中間（当期）純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期増減率であります。 

(2)財政状態         （注）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。 
 総 資 産     純 資 産 自己資本比率 １株当たり純資産 

 
18 年 9 月中間期 
17 年 9 月中間期 

百万円 
       12,269 
       15,106 

百万円
        2,646 
        2,170 

％ 
             21.6 
             14.4 

円   銭
       37      14 
       17      39 

18 年 3 月期        12,880         2,655              20.6        40      12 
（注）①期末発行済株式数 (普通株式)18 年 9月中間期 21,328,370 株     17 年 9 月中間期 21,329,234 株    18 年 3 月期 21,328,920 株 

(優先株式)18 年 9 月中間期  9,000,000 株     17 年 9 月中間期  9,000,000 株    18 年 3 月期 9,000,000 株 

   ②期末自己株式数       18 年 9 月中間期    133,826 株     17 年 9 月中間期    132,962 株    18 年 3 月期   133,276 株 

(3)キャッシュ･フローの状況        （注）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。 

 営業活動による         
キャッシュ･フロー 

投資活動による        
キャッシュ･フロー

財務活動による         
キャッシュ･フロー 

現金及び現金同等物
期 末 残 高        

 
18 年 9 月中間期 
17 年 9 月中間期 

百万円 
         737 
          － 

百万円
                △63 
             － 

百万円 
       △235 
         － 

百万円
       3,032 
          － 

18 年 3 月期           －           －           －           － 
  

２．平成 19 年 3 月期の業績予想（平成 18 年 4 月 1日～平成 19 年 3 月 31 日) 

 売 上 高 経 常 利 益 当期純利益 

 
通   期 

百万円
25,593 

百万円
1,209 

百万円
     684 

(参考)1 株当たり予想当期純利益（通期）   32 円 08 銭 

 

３．配当状況 
・現金配当 １株当たり配当金（円）

 年間 

18 年 3 月期 － 

19 年 3 月期（実績） － 

19 年 3 月期（予想） － 

 

※上記に記載した予想数値は、現時点で入手可能な情報に基づき判断した見通しであり、多分に不確定な要素を含んでおり

ます。実際の業績等は、業況の変化等により、上記予想数値と異なる場合があります。 

なお、上記予想に関する事項は添付資料の 4ページを参照して下さい。 

http://www.atom-corp.co.jp/ja/index.html


１．企業集団の状況 

 

当社は、親会社の株式会社コロワイド及び同社の子会社１１社により構成される株式会社コロワイドグループに属してお

ります。なお、株式会社コロワイドは、当社の議決権所有割合 36.4%を保有しており、また、同社は当社の議決権所有割合

30.6％を保有するオリンパス・キャピタル・ダイニング・ホールディングス株式会社の全株式を保有しております。 

 

 

 

 
上記の事項を事業系統図により示すと、次のとおりであります。 
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※ 当社と株式会社がんこ炎は、平成 18 年 10 月 1 日を以って当社を存続会社として吸収合併しており、株式会社がんこ炎

は解散しております。 
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２．経 営 方 針 

 

（１）会社の経営の基本方針 

 当社は、すし部門で廻転寿司の「海鮮アトムボーイ」「廻転寿司アトムボーイ」「にぎりの徳兵衛」等、レストラン

部門で焼肉の「カルビ大将」「唐楽家」「韓の食卓」、和食の「えちぜん」、とんかつの「かつ時」等の多業態を展開営

業している総合外食事業会社であります。 
当社の経営理念は、外食事業を通じてお客様の食文化の創造と地域社会への貢献を目指し、常にお客様の満足を第

一に考え、喜ばれ信頼される企業として発展し続けることであります。 
 

（２）会社の利益配分に関する基本方針 

当社は、株主の皆様への利益還元を企業経営の重要な柱と考え、財務体質の強化を図りながら、業績及び利益剰余

金に連動した配当を継続的に実施することを基本方針としております。 
また、内部留保金につきましては、経営体質の強化と今後の事業展開に活用し、企業価値の向上に資する所存であ

ります。 
 

（３）中長期的な会社の経営戦略 

当社としましては中京地区に経営資源を集中させると共に、中京圏に特化した業態戦略、商品開発を進め、地域の

お客様に親しまれる外食チェーンを目指してまいります。出店業態につきましては、廻転寿司、焼肉業態、和食業態

を中心に展開し、愛知、岐阜、福井、静岡においての店舗網の拡大を図ります。採算性の低い業態に関しては、採算

性向上のための再構築、他業態への転換を進めてまいります。 
一方、食材等の仕入に関して株式会社コロワイドグループにおいて共同仕入を行い、同グループとのスケールメリ

ットを活かした取引を行うことでより良い商品を低価格で購入し、お客様により満足していただける商品開発を行い、

集客力の向上とコスト削減に取り組んでまいります。 
 

（４）会社の対処すべき課題 

 平成 18 年 3 月期において当社は、減損会計の適用による減損損失を主とした多額の特別損失の計上により、債務超

過の恐れがあったものの、平成 17 年 7 月に第三者割当増資を行い債務超過を回避するとともに、転換社債発行により

資金調達を行いました。 
調達した資金を活用し、不採算店の整理、業務効率化を進めた結果、業績は回復傾向にあるものの、安定した事業

成長を目指すことを重要課題と考え、引き続き、経営体質の強化をはかりつつ、財務内容の健全化に取り組んでまい

ります。 
 

３．経営成績及び財政状態 

 

（１）経営成績 

  １．当中間会計期間の概況 

当中間会計期間におけるわが国経済は、原油高、米国経済の減速等の不安要素を抱えつつも、民間設備投資の増加、

雇用情勢の改善を背景に景気は引続き回復基調で推移しました。 

外食業界におきましては、個人消費の回復を背景に明るい兆しが見えつつあるものの、業界内での競争は激しさを

増しており依然として厳しい経営環境となりました。 

このような状況の中、当社では既存店の活性化を重点課題として取り組み、和食業態店舗中心に老朽化店舗の改装

及び業態変更、メニュー改定を中心とした顧客満足度の向上、業務の効率化を進めてまいりました。 

しかしながら、天候不順、同業他社との競争激化により売上高が伸び悩み、一方で牛肉、水産品等当社の取扱う主

要な食材の価格高騰、原油高に伴う光熱費等の上昇により原材料費、販売費及び一般管理費が増加し、当初の見通し

を下回る結果となりました。 

各部門の概要は以下の通りです。 

 

① すし部門 

 すし部門では新規出店はありませんでした。 

 業態変更につきましては「アトムボーイ」から「海鮮アトムボーイ」へＦＣ店１店舗、「海鮮アトムボーイ」から

「にぎりの徳兵衛」へ直営店１店舗、「廻転寿司アトムボーイ」から「回転すし 海へ」へ直営店１店舗、「廻転寿

司アトムボーイ」から「かつ時」へ直営店１店舗の合計４店舗を行いました。また「廻転寿司アトムボーイ」にお

いて直営店１店舗の改装を行いました。 

閉店につきましては「海鮮アトムボーイ」直営店１店舗、「廻転寿司アトムボーイ」直営店１店舗、ＦＣ店３店舗、

の合計５店舗（直営店２店舗、ＦＣ店３店舗）を行いました。 

 この結果、売上高は５４億７５百万円（前年同期比３．９%減）となりました。 

 

② レストラン部門 

 レストラン部門では新規出店はありませんでした。 

 業態変更につきましては｢歓喜亭｣から「えちぜん」へ直営店３店舗を行いました。また「カルビ大将」において

直営店３店舗、「えちぜん」において看板変更も含め１０店舗の改装を行いました。 

 閉店につきましては「唐楽家」直営店１店舗、ＦＣ店１店舗、「蟹や徳兵衛」ＦＣ店１店舗、「居酒屋徳兵衛」Ｆ
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Ｃ店１店舗の合計４店舗（直営店１店舗、ＦＣ店３店舗）を行いました。 

 この結果、売上高は５７億０百万円（前年同期比２１．９%減）となりました。 

 

③ その他の部門 

 「その他」としてロイヤリティー、加盟金等売上高は３６百万円（前年同期比４７．６%減）となりました。 

 

以上の結果、当中間会計期間における店舗数は合計２０４店舗（直営店１６７店舗、ＦＣ店３７店舗）、売上高は

１１２億１２百万円（前年同期比１５．４%減）、経常利益は５億９０百万円（前年同期比１５５．８%増）となりま

した。 

中間純利益については、減損損失４億１１百万円、及び固定資産除却損９０百万円等あわせて５億２百万円の特

別損失を計上し、７５百万円（前年同期は中間純損失８７億６６百万円）となりました。 
 

  ２．通期の見通し 

今後の我が国経済は、個人消費に関しても所得環境の改善から上昇するものと期待されますが、外食産業につき

ましては、競争の激化、原油、材料費の高騰等、非常に厳しい状況が続くものと思われます。 

当社につきましては、平成 18 年 10 月 1 日をもって株式会社がんこ炎と合併し、店舗網、売上規模は拡大します

が、当面、合併による業務の統合、構造改革等が必要であり、収益に対する効果は期中には影響しないと考えてお

ります。 

また、競争の激化、材料費の高騰等、厳しい環境は続くものの、お客様により満足して頂ける商品、サービスを

徹底的に追及し、集客力、売上高の向上に努めると共に、収益の回復に努めて参ります。 

通期の業績につきましては、売上高は２５５億９３百万円（前期比５.５％増）、経常利益は１２億９百万円（前

期比６２.８％増）、当期純利益は６億８４百万円（前期は当期純損失８３億３６百万円）を見込んでおります。 

 

（２）財政状態   

当中間会計期間における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）の期末残高は３０億３２百万円となり、期

首残高に比べ４億３８百万円増加いたしました。 

当中間会計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

営業活動の結果得られた資金は７億３７百万円となりました。これは主に税引前中間純利益（７５百万円）、減損損

失（４億１１百万円）の非資金取引、決済日変更による仕入債務の増加（２億２３百万円増）等によるものでありま

す。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

投資活動の結果使用した資金は６３百万円となりました。これは、資金支出としては有形固定資産の取得による支

出 (２億６７百万円)、資金収入としては敷金保証金の返還による収入（１億４百万円）及び投資有価証券の売却によ

る収入（１億２０百万円）等が主な要因となっております。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

財務活動の結果使用した資金は２億３５百万円となりました。これは主に、借入金の収支の減少（１億１５百万円）

や社債の償還による支出（１億２０百万円）等によるものであります。 

 

キャッシュ・フロー指標のトレンドは下記のとおりであります。 

平成 19 年 3月期
 

中間 

自 己 資 本 比 率 （ ％ ） ２１．６

時価ベースの自己資本比率（％） １１８．８

債 務 償 還 年 数 （ 年 ） ３．６

インタレスト・カバレッジ・レシオ（倍）  １３．５

（注）時価ベースの自己資本比率：株式時価総額／総資産 

債務償還年数：有利子負債／営業キャッシュ・フロー 

（中間期については、営業キャッシュ・フローを年額に換算するため２倍しております。） 

インタレスト・カバレッジ・レシオ：営業キャッシュ・フロー／利払い 

 

※ 有利子負債は、中間貸借対照表に計上されている負債のうち、利息を支払っている全ての負債を対象としてお

ります。 

※ 営業キャッシュ・フロー及び利払いは、中間キャッシュ・フロー計算書に計上されている「営業活動によるキ

ャッシュ・フロー」及び「利息の支払額」を用いております。 
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４．中間財務諸表等 

 

１．中間貸借対照表                                      （単位：百万円） 

前中間会計期間末 

（平成１７年９月３０日現在） 

当中間会計期間末 

（平成１８年９月３０日現在） 

前事業年度の要約貸借対照表

（平成１８年３月３１日現在） 
期   別 

 

科   目 金   額 構成比 金   額 構成比 金   額 構成比 

 

（ 資 産 の 部 ）             

Ⅰ．流 動 資 産         

 １．現 金 及 び 預 金         

 ２．売 掛 金         

 ３．有 価 証 券         

 ４．た な 卸 資 産         

 ５．繰 延 税 金 資 産 

 ６．そ の 他         

 ７．貸 倒 引 当 金         

 

 

 

３，３８０ 

１６６ 

１５ 

１７４ 

－ 

４６８ 

△３５ 

％

３，０３２

１１９

－

１１６

３３３

１９９

△１２

％  

 

 

２，６９３ 

１４０ 

１５ 

１１５ 

３５１ 

１７２ 

△１３ 

％

流 動 資 産 合 計             

 

Ⅱ．固 定 資 産         

 １．有 形 固 定 資 産         

 （１）建 物        

 （２）構 築 物        

（３）土 地        

（４）そ の 他        

４，１６９ 

 

 

 

３，８６０ 

５９５ 

７５２ 

２２２ 

２７．６ ３，７８８

３，３２９

４８５

５６７

１９９

３０．９ ３，４７６ 

 

 

 

３，７６３ 

５５７ 

６０８ 

１６４ 

２７．０

 有 形 固 定 資 産 合 計           

 ２．無 形 固 定 資 産         

 ３．投資その他の資産 

 （１）投資有価証券        

 （２）敷 金 保 証 金        

 （３）そ の 他        

 （４）貸 倒 引 当 金        

５，４３０ 

１４３ 

 

９９７ 

４，００１ 

８８４ 

△５３６ 

３６．０

０．９

４，５８１

１０４

５２６

２，９２０

８５３

△５１３

３７．３

０．８

５，０９３ 

１２５ 

 

７１５ 

３，１４０ 

８７５ 

△５５８ 

３９．５

１．０

 投資その他の資産合計 ５，３４７ ３５．４ ３，７８６ ３０．９ ４，１７３ ３２．４

固 定 資 産 合 計             

 

Ⅲ．繰 延 資 産 

１．社 債 発 行 費 

１０，９２１ 

 

 

１５ 

７２．３ ８，４７１

９

６９．０ ９，３９２ 

 

 

１２ 

７２．９

繰 延 資 産 合 計 １５ ０．１ ９ ０．１ １２ ０．１

資 産 合 計             １５，１０６ １００．０ １２，２６９ １００．０ １２，８８０ １００．０
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                                               （単位：百万円） 

前中間会計期間末 

（平成１７年９月３０日現在） 

当中間会計期間末 

（平成１８年９月３０日現在） 

前事業年度の要約貸借対照表

（平成１８年３月３１日現在） 
期   別 

 

科   目 金   額 構成比 金   額 構成比 金   額 構成比 

 

（ 負 債 の 部 ）             

Ⅰ．流 動 負 債         

 １．買 掛 金         

 ２．１年内償還予定の社債 

 ３．短 期 借 入 金         

 ４．１年内返済予定の長期借入金 

 ５．未 払 金 

６．未 払 法 人 税 等         

 ７．未 払 消 費 税 等         

 ８．賞 与 引 当 金         

 ９．ポイント引当金 

１０．そ の 他         

 

 

 

８６９ 

２４０ 

－ 

２，４５８ 

１，８６２ 

４２ 

３６ 

３５ 

３５１ 

２６３ 

％

１，６８２

２４０

－

１，３３６

１，１３５

３８

８１

３５

３２０

１２６

％  

 

 

１，４５８ 

２４０ 

２１ 

１，４０７ 

１，４７５ 

６０ 

５９ 

３５ 

３３８ 

１９０ 

％

流 動 負 債 合 計             

Ⅱ．固 定 負 債         

 １．社 債         

 ２．転換社債型新株予約権付社債 

 ３．長 期 借 入 金         

 ４．退職給付引当金         

 ５．役員退職慰労引当金 

 ６．債務保証損失引当金 

 ７．そ の 他         

６，１５９ 

 

５４０ 

１，１００ 

３，６８２ 

１２０ 

１５ 

１６２ 

１，１５４ 

４０．８ ４，９９５

３００

１，１００

２，３１５

１１４

－

１１２

６８５

４０．７ ５，２８５ 

 

４２０ 

１，１００ 

２，３３８ 

１１３ 

－ 

１５８ 

８０９ 

４１．０

固 定 負 債 合 計             ６，７７６ ４４．８ ４，６２７ ３７．７ ４，９３９ ３８．４

負 債 合 計             １２，９３５ ８５．６ ９，６２３ ７８．４ １０，２２４ ７９．４

（ 資 本 の 部 ）             

Ⅰ．資 本 金         

Ⅱ．資 本 剰 余 金         

 １．資 本 準 備 金         

 

４，３５３ 

 

４，５４９ 

２８．８ －

－

－

 

４，３５３ 

 

４，５４９ 

３３．８

資 本 剰 余 金 合 計             

Ⅲ．利 益 剰 余 金         

 １．利 益 準 備 金         

 ２．中間(当期)未処理損失 

４，５４９ 

 

１６２ 

△６，８８９ 

３０．１ －

－

－

－ ４，５４９ 

 

１６２ 

△６，３９１ 

３５．３

利 益 剰 余 金 合 計             

Ⅳ．その他有価証券評価差額金 

Ⅴ．自 己 株 式         

△６，７２７ 

１７２ 

△１７６ 

△４４．５

１．２

△１．２

－

－

－

－

－

－

△６，２２８ 

１５８ 

△１７６ 

△４８．３

１．２

△１．４

資 本 合 計             ２，１７０ １４．４ － － ２，６５５ ２０．６

負 債 及 び 資 本 合 計 １５，１０６ １００．０ － － １２，８８０ １００．０
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                                               （単位：百万円） 

前中間会計期間末 

（平成１７年９月３０日現在） 

当中間会計期間末 

（平成１８年９月３０日現在） 

前事業年度の要約貸借対照表

（平成１８年３月３１日現在） 
期   別 

 

科   目 金   額 構成比 金   額 構成比 金   額 構成比 

 

（ 純 資 産 の 部 ） 

Ⅰ．株 主 資 本 

 １．資 本 金 

 ２．利 益 剰 余 金 

（１）そ の 他 利 益 剰 余 金 

   繰越利益剰余金 

 

 

 

－ 

 

 

－ 

％

－ ２，６７３

７５

％

２１．８

 

 

 

－ 

 

 

－ 

％

－

利 益 剰 余 金 合 計 

 ３．自 己 株 式 

－ 

－ 

－

－

７５

△１７６

０．６

△１．４

－ 

－ 

－

－

株 主 資 本 合 計 

Ⅱ．評価・換算差額等 

 １．その他有価証券評価差額金 

－ 

 

－ 

－

－

２，５７１

７４

２１．０

０．６

－ 

 

－ 

－

－

評価・換算差額等合計 － － ７４ ０．６ － －

純 資 産 合 計 － － ２，６４６ ２１．６ － －

負 債 及 び 純 資 産 合 計 － － １２，２６９ １００．０ － －

 



２．中間損益計算書                                      （単位：百万円） 

前中間会計期間 

平成１７年４月 １日から 

平成１７年９月３０日まで 

当中間会計期間 

平成１８年４月 １日から 

平成１８年９月３０日まで 

前事業年度の要約損益計算書

平成１７年４月 １日から 

平成１８年３月３１日まで 

 

期   別 

 

 

科   目 金   額 百分比 金   額 百分比 金   額 百分比 

 

Ⅰ．売 上 高         

Ⅱ．売 上 原 価         

 

１３，２５５ 

５，４４１ 

％

１００．０

４１．０

１１，２１２

４，４２９

％

１００．０

３９．５

 

２４，２５４ 

９，６４０ 

％

１００．０

３９．７

 売 上 総 利 益           

 

Ⅲ．販売費及び一般管理費 

７，８１４ 

 

７，５８３ 

５９．０

５７．３

６，７８３

６，２４８

６０．５

５５．７

１４，６１３ 

 

１３，９８７ 

６０．３

５７．７

 営 業 利 益 

 

Ⅳ．営 業 外 収 益         

Ⅴ．営 業 外 費 用         

２３０ 

 

２２０ 

２１９ 

１．７

１．７

１．７

５３４

１８５

１２９

４．８

１．７

１．２

６２６ 

 

４７９ 

３６２ 

２．６

２．０

１．５

 経 常 利 益 

 

Ⅵ．特 別 利 益         

Ⅶ．特 別 損 失         

２３０ 

 

４５ 

８，８９４ 

１．７

０．４

６７．１

５９０

２５

５０２

５．３

０．２

４．５

７４２ 

 

７２ 

９，３３７ 

３．１

０．３

３８．５

税引前中間純利益又は税引前中間(当期)純損失(△) 

 

法人税、住民税及び事業税 

法 人 税 等 調 整 額           

△８，６１８ 

 

２１ 

１２６ 

△６５．０

０．２

０．９

１１４

２０

１８

１．０

０．２

０．１

△８，５２２ 

 

３９ 

△２２５ 

△３５．１

０．２

△０．９

７５中間純利益又は中間(当期)純損失(△) 

 

前 期 繰 越 利 益           

合併引継未処分利益 

△８，７６６ 

 

１，８７４ 

１ 

△６６．１

－

－

０．７ △８，３３６ 

 

１，８７４ 

７０ 

△３４．４

中間(当期)未処理損失 △６，８８９ － △６，３９１ 
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３．中間株主資本等変動計算書 

当中間会計期間（平成 18 年 4月 1日から平成 18 年 9月 30 日まで）      （単位 百万円） 

株主資本 

資本剰余金 利益剰余金 

その他

利益 

剰余金

 

資本金 資本 

準備金 

資本 

剰余金 

合計 

利益 

準備金 繰越 

利益 

剰余金 

利益 

剰余金 

合計 

自己株式 

株主 

資本 

合計 

平 成 18 年 3 月 31 日 残 高 4,353 4,549 4,549 162 △6,391 △6,228 △176 2,496

中間会計期間中の変動額     

減 資 （ 欠 損 補 填 ） △1,679 － － － 1,679 1,679 － －

準備金の減少（欠損補填） － △4,549 △4,549 △162 4,711 4,549 － －

自 己 株 式 の 取 得 － － － － － － △0 △0

中 間 純 利 益 － － － － 75 75 － 75

株主資本以外の項目の中間 

会計期間中の変動額（純額） 
－ － － － － － － －

中間会計期間中の変動額合計 △1,679 △4,549 △4,549 △162 6,466 6,304 △0 74

平 成 18 年 9 月 30 日 残 高 2,673 － － － 75 75 △176 2,571

 

評価・換算差額等 

 

その他 

有価証券 

評価 

差額金 

評価・ 

換算差額 

等合計 

純資産 

合計 

平 成 18 年 3 月 31 日 残 高 158 158 2,655

中間会計期間中の変動額   

減 資 （ 欠 損 補 填 ） － － －

準備金の減少（欠損補填） － － －

自 己 株 式 の 取 得 － － △0

中 間 純 利 益 － － 75

株主資本以外の項目の中間 

会計期間中の変動額（純額） 
△84 △84 △84

中間会計期間中の変動額合計  △84 △84 △9

平 成 18 年 9 月 30 日 残 高 74 74 2,646

 



４．中間キャッシュ・フロー計算書      （単位：百万円） 

当中間会計期間 

平成１８年４月 １日から 

平成１８年９月３０日まで 

 

期   別 

 

 

科   目 金   額 

Ⅰ．営業活動によるキャッシュ・フロー  

 税 引 前 中 間 純 利 益 

 減 価 償 却 費               

 貸倒引当金の増減額(減少:△) 

 ポイント引当金の増減額(減少:△) 

 退職給付引当金の増減額(減少:△) 

 債務保証損失引当金の増減額 (減少:△) 

受 取 利 息 及 び 受 取 配 当 金               

 支 払 利 息               

 固 定 資 産 除 却 損 

 投 資 有 価 証 券 売 却 益 

 減 損 損 失 

 売上債権の増減額(増加:△ ) 

 たな卸資産の増減額(増加:△) 

 仕入債務の増減額(減少:△ ) 

 未払消費税等の増減額(減少:△) 

 そ の 他 の 増 減 額               

７５

２９９

△４５

△１７

０

△４５

△１６

４３

９０

△５６

４１１

２０

△１

２２３

２１

△２４１

   小       計 

 利 息 及 び 配 当 金 の 受 取 額               

 利 息 の 支 払 額               

 法 人 税 等 の 還 付 額 

７６２

８

△５４

２１

営業活動によるキャッシュ・フロー ７３７

Ⅱ．投資活動によるキャッシュ・フロー 

 有 価 証 券 の 償 還 に よ る 収 入               

 有形固定資産の取得による支出 

投資有価証券の取得による支出 

 投資有価証券の売却による収入 

 貸 付 金 の 回 収 に よ る 収 入               

 敷金保証金の支払いによる支出 

 敷金保証金の返還による収入               

 店舗賃借仮勘定の支払いによる支出 

 そ の 他 投 資 に よ る 増 減 額               

１５

△２６７

△１５

１２０

３

△７

１０４

△５

△１１

投資活動によるキャッシュ・フロー 

Ⅲ．財務活動によるキャッシュ・フロー 

 短期借入金の純増減額(減少:△) 

 長期借入金の借入れによる収入 

 長期借入金の返済による支出 

 社 債 の 償 還 に よ る 支 出 

 自 己 株 式 の 取 得 に よ る 支 出 

△６３

△２１

９６０

△１，０５４

△１２０

△０

財務活動によるキャッシュ・フロー △２３５

Ⅳ．現金及び現金同等物の増減額 

Ⅴ．現 金 及 び 現 金 同 等 物 の 期 首 残 高                     

４３８

２，５９３

Ⅵ．現金及び現金同等物の中間期末残高 ３，０３２
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５．中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

 （１）資産の評価基準及び評価方法 

   ①有価証券 

     満 期 保 有 目 的 の 債 券                償却原価法（定額法）を採用しております。 

     そ の 他 有 価 証 券              

      時 価 の あ る も の               中間決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法によ

り処理し、売却原価は移動平均法により算定）を採用しております。 

      時 価 の な い も の               移動平均法による原価法を採用しております。 

   ②たな卸資産 

     商品・原材料・貯蔵品   最終仕入原価法を採用しております。 

 

 （２）固定資産の減価償却の方法 

   ①有形固定資産   定率法（ただし、平成１０年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備を除く）については

定額法）を採用しております。 

             なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。 

              建 物         １０～３４年 

              構 築 物         １０～２０年 

              器具及び備品    ３～１０年 

   ②無形固定資産   定額法を採用しております。 

             なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間（５年）に基づく定額

法を採用しております。 

   ③長期前払費用   定額法を採用しております。 

 

 （３）引当金の計上基準 

   ①貸 倒 引 当 金            売上債権、貸付金等の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、

貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計

上しております。 

   ②賞 与 引 当 金            従業員の賞与の支給に充てるため、賞与支給実績を基に、当中間会計期間分を計上して

おります。 

      ③ポ イ ン ト 引 当 金   ポイントカードにより顧客に付与したポイントの使用による費用負担に備えるため、当

中間会計期間末において、将来使用されると見込まれるポイントに対する所要額を計上

しております。 

④退 職 給 付 引 当 金            従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務の見込額に基づき、

当中間会計期間末において発生していると認められる額を計上しております。 

                数理計算上の差異は、翌事業年度に一括処理することとしております。 

   ⑤債務保証損失引当金   債務保証に係る損失に備えるため、保証先の財政状態の実情を勘案し、損失負担見積額

を計上しております。 

 

 （４）リース取引の処理方法 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引については、通常の

賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。 

 

（５）ヘッジ会計の方法 

   ①ヘ ッ ジ 会 計 の 方 法              金利スワップについて特例処理を採用しております。 

   ②ヘッジ手段とヘッジ対象   ヘッジ手段……金利スワップ    ヘッジ対象……借入金 

   ③ヘ ッ ジ 方 針              金利リスクの低減のため、対象債務の範囲内でヘッジを行っております。 

   ④有 効 性 評 価 の 方 法              金利スワップについて特例処理を採用しているため、有効性の評価を省略しており

ます。 

 

（６）中間キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲 

手許現金、随時引き出し可能な預金及び容易に換金可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリスクしか

負わない取得日から３ヶ月以内に償還期限の到来する短期投資からなっております。 

 

 （７）その他中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

 

      消費税等の会計処理は、税抜方式によっております。 
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中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

（貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準） 

当中間会計期間より、「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計基準第５号 平成 17 年 12

月 9 日）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針第 8号 平

成 17 年 12 月 9 日）を適用しております。 

これまでの資本の部の合計に相当する金額は２，６４６百万円であります。 

なお、当中間会計期間における中間貸借対照表の純資産の部については、中間財務諸表等規則の改正に伴い、改

正後の中間財務諸表等規則により作成しております。 
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注 記 事 項 

 （中間貸借対照表関係） 

前中間会計期間末 

（平成１７年９月３０日現在） 

当中間会計期間末 

（平成１８年９月３０日現在） 

前事業年度末 

（平成１８年３月３１日現在） 

１．有形固定資産の減価償却累計額 

         ４，２１２百万円 

 

２．担保に供している資産 

  建 物          １６百万円 

  土 地         ５９５百万円 

  投資有価証券   ３５３百万円 

     計     ９６５百万円 

 上記資産は下記の債務の担保に供し

ております。 

  長期借入金  １，１０６百万円 

  （１年内返済予定分を含む） 

 

  有 価 証 券          １５百万円 

  投資有価証券    １５百万円 

     計      ３０百万円 

 上記を前払式証票の規制等に関する

法律に基づき供託しております。 

 

３．保証債務 

            ４４百万円 

 

４．消費税等の取扱い 

  仮払消費税等及び仮受消費税等は

相殺し、流動負債に未払消費税等

として表示しております。 

 

５.当中間会計期間中の発行株式数の増加 

 （普通株式） 

発 行 形 態 第三者割当による新株

式の発行 

発行年月日 平成１７年７月１４日 

発行株式数 １１，０００，０００株 

発 行 価 格 １株につき２００円 

資本組入額 １株につき１００円 

（優先株式） 

発 行 形 態 第三者割当による新株

式の発行 

発行年月日 平成１７年７月１４日 

発行株式数 ９，０００，０００株 

発 行 価 格 １株につき２００円 

資本組入額 １株につき１００円  

 

１．有形固定資産の減価償却累計額 

         ４，２７１百万円 

 

２．担保に供している資産 

  建 物          １４百万円 

  土 地         ３３７百万円 

     計     ３５２百万円 

 上記資産は下記の債務の担保に供し

ております。 

  長期借入金    ６４０百万円 

 

  投資有価証券    ３０百万円 

 上記を前払式証票の規制等に関する

法律に基づき供託しております。 

 

 

 

 

 

３．保証債務 

            ２７百万円 

 

４．消費税等の取扱い 

 

同    左 

 

 

５．     － 

 

１．有形固定資産の減価償却累計額 

         ４，５０３百万円 

 

２．担保に供している資産 

  建 物          １５百万円 

  土 地         ３７８百万円 

     計     ３９４百万円 

 上記資産は下記の債務の担保に供し

ております。 

  長期借入金    ６４０百万円 

 

  有 価 証 券          １５百万円 

  投資有価証券    １５百万円 

     計      ３０百万円 

 上記を前払式証票の規制等に関する

法律に基づき供託しております。 

 

 

 

３．保証債務 

            ３５百万円 

  

４．     －        

 

 

 

 

５．     － 

 



（中間損益計算書関係） 

前中間会計期間 

平成１７年４月 １日から 

平成１７年９月３０日まで 

当中間会計期間 

平成１８年４月 １日から 

平成１８年９月３０日まで 

前事業年度 

平成１７年４月 １日から 

平成１８年３月３１日まで 

１．営業外収益のうち主要なもの 

  受 取 利 息          １５百万円 

  手 数 料 収 入          ４１百万円 

  不動産賃貸収入  １１２百万円 

 

 

２．営業外費用のうち主要なもの 

  支 払 利 息          ５６百万円 

  社 債 利 息           ６百万円 

  不動産賃貸原価   ９０百万円 

 

 

３．特別利益のうち主要なもの 

  役員退職慰労引当金戻入額   ３１百万円 

 

４．特別損失のうち主要なもの 

  減 損 損 失７，４６８百万円 

  (注)１ 

 

 

５．減価償却実施額 

  有形固定資産  ２９１百万円 

  無形固定資産   １１百万円 

 

１．営業外収益のうち主要なもの 

  受 取 利 息          １１百万円 

  不動産賃貸収入   ９２百万円 

  投資有価証券売却益   ５６百万円 

 

 

２．営業外費用のうち主要なもの 

  支 払 利 息          ３１百万円 

  社 債 利 息          １２百万円 

  不動産賃貸原価   ７５百万円 

 

 

３．特別利益のうち主要なもの 

  債務保証損失引当金戻入額   ２５百万円 

 

４．特別損失のうち主要なもの 

  減 損 損 失  ４１１百万円 

  (注)２ 

  建 物 除 却 損   ６７百万円 

 

５．減価償却実施額 

  有形固定資産  ２８７百万円 

  無形固定資産    ９百万円 

１．営業外収益のうち主要なもの 

  受 取 利 息          ２７百万円 

  手 数 料 収 入          ５８百万円 

  不動産賃貸収入  ２１５百万円 

  投資有価証券売却益  １２３百万円 

 

２．営業外費用のうち主要なもの 

  支 払 利 息          ９４百万円 

  社 債 利 息          １９百万円 

  不動産賃貸原価  １７３百万円 

  新 株 発 行 費   ５２百万円 

 

３．特別利益のうち主要なもの 

  役員退職慰労引当金戻入額   ４８百万円 

 

４．特別損失のうち主要なもの 

  減 損 損 失７，４６８百万円 

  (注)３ 

 

 

５．減価償却実施額 

  有形固定資産  ６０６百万円 

  無形固定資産   ２８百万円 

 

(注)１．前中間会計期間において、当社は、以下の資産について減損損失を計上しております。 

用途 

場所 
種別 

減損損失 

（百万円） 

建 物 3,749

構 築 物 587

土 地 334

そ の 他 373

リ ー ス 資 産 1,193

直営店舗 

愛知県３９店舗 

岐阜県２２店舗 

静岡県 ９店舗 

東京都 ９店舗 

その他３７店舗 計 6,238

建 物 636

構 築 物 120

土 地 192

そ の 他 34

リ ー ス 資 産 245

遊休資産他 

愛知県他 

計 1,230

合   計 7,468

 

当社は、キャッシュ・フローを生み出す最小単位として、直営店舗を基本単位とした資産のグルーピングを行っており

ます。また、遊休資産他については、当該資産単独で資産のグルーピングを行っております。 

上記のうち、直営店舗については営業活動から生ずる損益が継続してマイナスである資産グループの帳簿価額を回収可

能価額まで減額し、遊休資産他については市場価格が帳簿価額より著しく下落している資産グループの帳簿価額を回収

可能価額まで減額し、当該減少額７，４６８百万円を減損損失として特別損失に計上しており、その内訳は上表のとお

りであります。 

また、資産グループ毎の回収可能価額は使用価値と正味売却可能価額を使用し、直営店舗については使用価値、遊休資

産他については正味売却価額により測定しております。なお、使用価値は将来キャッシュ・フローを資本コストの 2.1％

で割り引いて算定し、正味売却価額は固定資産税評価額を基本に算定しております。 
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(注)２．当中間会計期間において、当社は、以下の資産について減損損失を計上しております。 

用途 

場所 
種別 

減損損失 

（百万円） 

建 物 242

構 築 物 40

そ の 他 10

リ ー ス 資 産 77

直営店舗 

愛知県 ３店舗 

その他 ３店舗 

計 370

土 地 41遊休資産他 

福井県 計 41

合   計 411

 

当社は、キャッシュ・フローを生み出す最小単位として、直営店舗を基本単位とした資産のグルーピングを行っており

ます。また、遊休資産他については、当該資産単独で資産のグルーピングを行っております。 

上記のうち、直営店舗については営業活動から生ずる損益が継続してマイナスである資産グループの帳簿価額を回収可

能価額まで減額し、遊休資産他については市場価格が帳簿価額より著しく下落している資産グループの帳簿価額を回収

可能価額まで減額し、当該減少額４１１百万円を減損損失として特別損失に計上しており、その内訳は上表のとおりで

あります。 

また、資産グループ毎の回収可能価額は使用価値と正味売却可能価額を使用し、直営店舗については使用価値、遊休資

産他については正味売却価額により測定しております。なお、使用価値は将来キャッシュ・フローを資本コストの 2.1％

で割り引いて算定し、正味売却価額は固定資産税評価額を基本に算定しております。 

 

(注)３．前事業年度において、当社は、以下の資産について減損損失を計上しております。 

用途 

場所 
種別 

減損損失 

（百万円） 

建 物 3,749

構 築 物 587

土 地 334

そ の 他 373

リ ー ス 資 産 1,193

直営店舗 

愛知県３９店舗 

岐阜県２２店舗 

静岡県 ９店舗 

東京都 ９店舗 

その他３７店舗 計 6,238

建 物 636

構 築 物 120

土 地 192

そ の 他 34

リ ー ス 資 産 245

遊休資産他 

愛知県他 

計 1,230

合   計 7,468

 

当社は、キャッシュ・フローを生み出す最小単位として、直営店舗を基本単位とした資産のグルーピングを行っており

ます。また、遊休資産他については、当該資産単独で資産のグルーピングを行っております。 

上記のうち、直営店舗については営業活動から生ずる損益が継続してマイナスである資産グループの帳簿価額を回収可

能価額まで減額し、遊休資産他については市場価格が帳簿価額より著しく下落している資産グループの帳簿価額を回収

可能価額まで減額し、当該減少額７，４６８百万円を減損損失として特別損失に計上しており、その内訳は上表のとお

りであります。 

また、資産グループ毎の回収可能価額は使用価値と正味売却可能価額を使用し、直営店舗については使用価値、遊休

資産他については正味売却価額により測定しております。なお、使用価値は将来キャッシュ・フローを資本コストの

2.1％で割り引いて算定し、正味売却価額は固定資産税評価額を基本に算定しております。 



（中間株主資本等変動計算書関係） 

当中間会計期間（平成 18 年 4月 1日から平成 18 年 9月 30 日まで） 

発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項        （単位：株） 

 前事業年度末 

株式数 

当中間会計期間 

増加株式数 

当中間会計期間 

減少株式数 

当中間会計期間 

末株式数 

発行済株式     

普通株式 21,462,196 － － 21,462,196 

優先株式 9,000,000 － － 9,000,000 

合計 30,462,196 － － 30,462,196 

自己株式   

普通株式（注） 133,276 550 － 133,826 

合計 133,276 550 － 133,826 

（注）普通株式の自己株式の株式数の増加 550 株は、単元未満株式の買取りによる増加であります。 

 

（中間キャッシュ・フロー計算書関係）   

当中間会計期間 

平成１８年４月 １日から 

平成１８年９月３０日まで 

現金及び現金同等物の中間期末残高と

中間貸借対照表に掲記されている科目

の金額との関係 

（平成１８年９月３０日現在） 

現金及び預金勘定  ３，０３２百万円

 現金及び現金同等物   ３，０３２百万円 

 

（リース取引関係） 

  半期報告書をＥＤＩＮＥＴにより開示するため、記載を省略しております。 

 

（有価証券関係） 

 前中間会計期間及び前事業年度のいずれにおいても子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。 

 

 当中間会計期間末（平成１８年９月３０日現在） 

 １．満期保有目的の債券で時価のあるもの                       （単位：百万円） 

 中間貸借対照表計上額 時    価 差   額 

（１）国債・地方債等 

（２）社債 

（３）その他 

３０

－

－

３０

－

－

０

－

－

合    計 ３０ ３０ ０

  

２．その他有価証券で時価のあるもの                          （単位：百万円） 

 取 得 原 価 中間貸借対照表計上額 差   額 

（１）株式 

（２）債券 

    国債・地方債等

    社債 

    その他 

（３）その他 

３７１

－

－

－

－

４９５

－

－

－

－

１２４

－

－

－

－

合    計 ３７１ ４９５ １２４

    

 ３．時価評価されていない主な有価証券の内容    （単位：百万円） 

 中間貸借対照表計上額 

その他有価証券 

 非上場株式 

 

１

  

（デリバディブ取引関係） 

  半期報告書をＥＤＩＮＥＴにより開示するため、記載を省略しております。 
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（重要な後発事象） 

当社と株式会社がんこ炎は、平成 18 年 8 月 30 日開催の臨時株主総会における合併契約書の承認決議を得て、平成 18 年

10 月 1 日をもって合併いたしました。 

 

（１）結合当事企業の名称 

株式会社がんこ炎 

（２）事業内容 

中京地区における直営・ＦＣ飲食チェーンの経営 

（３）企業結合の法的形式 

当社を存続会社とする吸収合併方式 

（４）結合後企業の名称 

株式会社アトム 

（５）取引の概要 

株式会社コロワイドグループとして中京地区で事業を展開する両社のノウハウを統合し、より効果的な業態・店舗開

発及び本部運営を目的として平成 18 年 10 月 1 日付で株式会社がんこ炎と合併しております。 

（６）実施する会計処理の概要 

「企業結合に係る会計基準」（「企業結合に係る会計基準の設定に関する意見書」（企業会計審議会 平成 15 年 10 月

31 日）） 三 企業結合に係る会計基準 ４ 共通支配下の取引等の会計処理を適用いたします。 

 

５．部門別販売実績

                                           （単位：百万円） 

前中間会計期間 

平成１７年４月 １日から 

平成１７年９月３０日まで 

当中間会計期間 

平成１８年４月 １日から 

平成１８年９月３０日まで 

前事業年度 

平成１７年４月 １日から 

平成１８年３月３１日まで 

      

     期 別 

 

部 門 金   額 構成比 金   額 構成比 金   額 構成比 
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す し 部 門        

レストラン部門 

食 材 部 門        

そ の 他        

 

５，６９８ 

７，２９９ 

１８７ 

６９ 

５，４７５

５，７００

－

３６

 

１０，９６８ 

１２，９８４ 

１８７ 

１１４ 

合  計 １３，２５５ 

   ％

４３．０

５５．１

１．４

０．５

１００．０ １１，２１２

   ％

４８．８

５０．９

－

０．３

１００．０ ２４，２５４ 

   ％

４５．２

５３．５

０．８

０．５

１００．０

 


